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社長メッセージ

平素より、りそな信託銀行をお引き立ていただきまして誠にありがとうございます。

昨年度より、りそなグループは営業力を強化し「飛躍」に向けた基盤づくりを行う重要なステージを迎えています。また、

私どもりそな信託銀行の主要業務である年金･法人信託を取り巻く環境は、信託法の改正や平成２４年の適格年金制度の

廃止に続く企業年金制度改革など、大きな変革期にあります。年金制度の設計・管理、資産の運用・管理に対するお客さ

まのニーズはこれまでにないほど高度化、多様化してきています。これら内外の環境を踏まえ、昨年来、当社は年金制度

の管理体制の充実を目指す「プロセス改革委員会」や「年金制度サービス室」の設置、「日本株マーケット･ニュートラル･

ファンド」をはじめとした運用新商品の提供などサービスの高度化に努めてまいりました。また、りそな銀行が企業年金

の営業推進専担部署として新設した企業年金室との連携を強化し、お客さまのニーズに迅速かつ的確にお応えする体制

づくりを進めてきました。今年度は、これまでの取り組みの実効性を高めるとともにさらなる態勢整備に努め、これから

の「飛躍」のステージにつなげてまいります。

当社は、今年度、開業５年目を迎えております。「専門性を一層強化し、多様化･高度化するお客さまのニーズ、資産運

用･管理業務の高度化･グローバル化に対応する」という当社設立の理念を再認識し、グループ各社との密なる連携のも

と、真にお客さまに喜んでいただける最適なソリューションをご提供してまいります。

今後ともお客さまにベストパートナーとしてお選びいただけますよう、これまで以上に努力を重ねてまいりますので、

なお一層のご支援、ご鞭撻を賜りますよう心からお願い申し上げます。

平成１８年７月

りそな信託銀行 株式会社

取締役社長
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コーポレート・ガバナンス体制について

当社は、取締役会にて経営の重要事項を決定するとともに、取締役および執行役員の業務執行を監督しています。

取締役会は業務執行の重要事項を協議･決定する経営会議を傘下におき、意思決定の迅速化を図っています。

監査役は、取締役会ならびに執行役員で構成する経営会議などの重要会議に出席しモニタリングを行うととも

に、監査役会を通して経営に対する強固な監視･監督機能を確保しています。

また、当社はグループの一員として「グループ経営管理規程」等に基づき、りそなホールディングスの経営管理を

受けることで、グループ一体となった企業価値の向上と透明性の高い経営を目指して取り組んでいます。

内部監査体制について

当社では、取締役会の指揮のもと、業務運営の管理体制の適切性および有効性について検証、評価を行い、その管

理体制を強化して業務の安定的な維持発展を図ることを目的として、すべての業務部門を対象に内部監査を実施

しています。

内部監査は、業務部門から独立した内部監査部が行い、業務部門を客観的かつ公平に検証、評価し、必要に応じ

て問題点の改善に向けた提言等を行います。

内部監査部では、業務部門のリスクの管理状況を把握したうえで、リスクの種類・程度に応じて、頻度・深度に配

慮した効率的かつ実効性のある内部監査の実現に努めています。実地監査のほかに、日常的な監視に基づいて、必

要に応じて業務部門から報告を求め、意見具申、提案等を行います。また、内部監査部長は、各種委員会・会議等

にオブザーバーとして出席し、日常的なモニタリングを行っています。

内部監査の結果は、被監査部署の責任者に通知するとともに、社長および取締役会ならびに監査役に報告しま

す。また、りそなホールディングスの内部監査部長を経由して、りそなホールディングスの代表執行役および監査

委員会に報告します。

■コーポレート・ガバナンス体制

りそな信託銀行

業務監査部門

監 査 役 会
指導・管理

監査

持
株
会
社

（
り
そ
な
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス
）

報告
委任
牽制

協議・報告

監査

業務執行部門

取 締 役 会

経 営 会 議

株 主 総 会
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コンプライアンス体制について

■運営体制

当社では、コンプライアンスの統括部署としてリスク統括部にコンプライアンスチームを設置し、各部、営業室に

配置したコンプライアンス責任者との連携による全社一体となった取り組みを行っています。

また、りそなグループとして、持株会社を中心としたグループ共通のコンプライアンス体制の整備に取り組んで

います。

■グループ共通のコンプライアンス体制整備

りそなグループでは、持株会社を中心としたグループ統一のコンプライアンス体制として、以下のような取り組み

を行っています。詳細については、りそなホールディングスによる本誌記載（P-HD２０～HD２２）をご参照ください。

・｢りそなグループ経営理念」「りそなＷＡＹ（りそなグループ行動宣言）」｢りそなＳＴＡＮＤＡＲＤ（りそなグ

ループ行動指針）｣を中心としたグループ共通の規範体系の整備

・｢りそなＳＴＡＮＤＡＲＤ｣等を記載した冊子の配布と職場内研修の実施

・特定の部署だけでなくすべての部署が自ら課題や問題認識の洗い出しを行う｢コンプライアンス・プロ

グラム｣（コンプライアンスを実現するための実践計画）の策定

・グループのコンプライアンスに関する相談窓口の設置、ならびに周知活動

・社員への経営理念の浸透度等を調査するための、意識調査の実施

■コンプライアンス運営体制

報告統括

りそな信託銀行

取 締 役 会 コンプライアンス委員会

各部、営業室 コンプライアンス責任者

取 締 役 会 監査委員会

業務所管部　コンプライアンス責任者リスク統括部コンプライアンスチーム

りそなホールディングス

グループ・コンプライアンス委員会コンプライアンス統括部
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■コンプライアンスの実践

当社のコンプライアンスを実現させるための具体的な実践計画として、規程の整備、内部統制の実施計画や従業

員の研修計画等についてコンプライアンス・プログラムを定め、その実践状況を検証しつつ、改善を図っています。

例えば、当社は年金・法人信託業務を主要な業務としており、お客さまの大切な情報をお預かりしているとの自

覚のもと、情報管理に関する体制整備について継続的に取り組み、改善と向上を図るとともに、従業員の研修に努

めています。

また、お客さまに対して、適切な勧誘・販売活動を行うため、遵守すべき事項について「勧誘方針」を定め、誠実

で心のこもった商品・サービスの提供に努めています。
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リスク管理体制について

取締役会

経営会議

報告

オペレーショナルリスク
事務リスク・システムリスク

法務リスク
信託財産の運用リスク

信用リスク
市場リスク・流動性リスク
レピュテーショナルリスク

監督・監査・指示 監査役会

報告

監
査
・
指
導

内
部
監
査
部

■リスク管理体制

外
部
監
査

り
そ
な
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ー
ル
デ
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グ
ス

監
督
・
指
導

リスク統括部署

リスク管理部署

業務推進部署

一次チェック 二次チェック

■基本方針

当社では、りそなホールディングスの｢グループリスク管理方針｣に則り、自社の業務の規模・特性等を踏まえて、

「リスク管理の基本方針」およびリスク種類ごとの管理方針を定め、これを周知徹底させることで強固なリスク管

理体制の確立に努めています。

■運営体制

リスク統括部署およびリスクカテゴリーごとのリスク管理部署を設置し、それぞれのリスク状況に応じたリスク管

理を行っています。業務推進部署から組織的に独立したリスク管理部署およびリスク統括部署が信託財産の運用

リスク、事務リスク、システムリスクといった主要なリスクについて管理を行うことにより、業務推進部署への牽制

を働かせる体制としています。各種リスクの状況はリスク管理部署から経営会議、取締役会に報告され、取締役会

が、適切かつ有効なリスク管理体制を構築・維持するための最終的な責任を負っています。

■主なリスクの管理

年金・法人信託業務を主な業務とする当社は、業務運営上の主要なリスクとして信託財産の運用リスク、事務リス

クおよびシステムリスク等を主な管理の対象としています。

信託財産の運用リスク管理については｢信託財産の運用リスク管理方針｣を定め、信託銀行固有のリスクとして

信託の受託者責任に係るリスクを定義し、管理の対象、手法等を定めています。
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また、事務リスク管理については、管理手法の整備等の施策や改善指導を実施するとともに、事務過誤等の発生

状況を定期的に把握し、事務リスクの所在および原因等の分析を行い、その結果を活用し再発防止策ならびに事

務リスクの軽減策を策定し、事務リスク管理の強化を図っています。

システムリスク管理については、システムに関する障害・不備防止対策、不正防止策等のリスク管理の基準を定

めるとともに、システム障害を想定したコンティンジェンシープランを整備することによりシステムリスクの軽減

に努めています。

なお、平成１０年１１月、信託財産の運用部門、資産管理部門において、邦銀初の外部監査を導入しました。平成

１０年度、１１年度は米国の監査基準ＳＡＳ７０※１により、また、平成１２年度以降は日本版ＳＡＳ７０※２により適正運営の評

価を受けています。

※１：米国のカストディ部門や顧客資産運用部門で導入されている内部管理体制に関する監査基準。

※２：日本公認会計士協会監査基準委員会報告書第１８号「委託業務に係る内部統制の有効性の評価」(平成１５年１月１６日に改正され、｢委託業務に係る統制リスク

の評価｣に名称も変更されました）。
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主な業務の内容

（１）年金業務

●年金信託（確定給付年金）

委託者（事業主・基金等）と従業員との間で定めた年金規約に基づく給付（確定給付）を行うための掛金を信託財産

として委託者等より受け入れ、委託者が指定した方法により資産運用・管理を行い、退職者等に年金または一時金を

給付する信託です。

●確定拠出年金

委託者（事業主等）と従業員との間で定めた年金規約に基づく掛金（確定拠出）を信託財産として委託者より受け入れ、

加入者等（従業員等）が指図する運用資産を管理し、加入者等の退職時等に年金または一時金を給付する信託です。

（２）法人信託業務

●金銭信託

信託引受の際に信託財産として金銭を受け入れ、これを有価証券等に運用し、信託終了の際は金銭をもって受益者

に交付する信託で、その運用方法により指定金銭信託と特定金銭信託の２種類に分かれます。

指定金銭信託：信託財産たる金銭の運用方法を貸付あるいは公社債への投資等契約により委託者が指定するも

のです。

特定金銭信託：信託財産たる金銭の運用方法および目的物を何会社への貸付金あるいは何会社株式への投資

等契約により委託者が特定するものです。

●証券投資信託

投資信託及び投資法人に関する法律に基づき、投資信託委託業者が受益証券発行により集めた資金を信託財産とし

て受け入れ、これを委託者の指図に従って株式、公社債等に投資運用し、信託終了の際は金銭をもって受益者に交

付する信託です。

●金銭信託以外の金銭の信託

信託引受の際に信託財産として金銭を受け入れ、これを有価証券等に運用し、信託終了の際はその時現在の投資物

件のまま受益者に交付する信託です。金銭信託と同様に指定運用、特定運用の２種類に分かれます。例えば、金庫株

信託は金銭信託以外の金銭の信託（指定運用）にあたります。

●包括信託

信託引受の際に信託財産として、財産の種類（金銭、有価証券など）を異にする２つ以上の財産を１つの信託契約によ

り受け入れる信託です。
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営業の概況

営業の経過および成果等

平成１７年度、当社は、退職給付会計導入に伴う退職給付債務の削減ニーズや適格退職年金制度の廃止（平成２４年３

月）に向けた制度移行ニーズに対して、りそなグループの各銀行と連携し、的確なコンサルティングによるソリュー

ションの提供に努めました。

体制整備の面では、平成１７年６月に証券業務部、年金統括部を創設し、それぞれの業務について戦略策定とその

実践のスピードアップを目指しました。平成１８年１月には、事務体制強化を目的として、プロセス改革委員会を設置

しました。

また、不動産ファンド、為替オーバレイなどのオルタナティブ商品の拡充に注力し、コモディティ・インデックス

ファンド、マーケット・ニュートラル・ファンド等を立ち上げるなど、運用商品ラインアップの充実を図りました。

受託財産残高

平成１８年３月末日の信託財産総額は、２８兆５,４６０億円となっております。

損益

当期の損益状況につきましては、経常利益は１５０億１百万円、当期純利益は８９億３２百万円となりました。収益・費

用の概要につきましては、経常収益は、３５６億１１百万円となりました。この内訳は、信託報酬で２９１億９百万円、役

務取引等収益で６４億３３百万円、資金運用収益で２百万円、その他で６５百万円となっております。一方、経常費用は、

２０６億１０百万円となりました。この内訳は、役務取引等費用で９８億１２百万円、営業経費で１０７億４４百万円、資金調

達費用で２百万円、その他で５１百万円となっております。

当社が対処すべき課題

平成２４年の適格退職年金制度の廃止に向けた中小企業のニーズの一層の多様化・高度化など、企業年金市場を取

り巻く環境は急速に変化しています。

このような状況下、当社は、当社の強みである中堅･中小企業市場での企業年金におけるマーケットリーダーの

ポジションを確立し、顧客から信頼される運用機関となるべく、高い専門性に基づく的確なソリューションを提供

してまいります。

まず、営業面では、平成１８年４月にりそな銀行ソリューションサポート部内に設置された企業年金室との連携に

より、企業年金の営業力を強化します。また、企業年金業務の受託体制・制度管理体制の充実を目指して平成１８年

４月に年金信託部内に設置した年金制度サービス室を活用し、適格退職年金の制度移行案件および企業年金の新規

受託案件へのスピーディな対応を図ります。さらに、年金制度管理事務のプロセス改革によるローコストオペレー

ションの確立と事務品質向上により、お客さまから評価される銀行を目指します。

内部管理については、従業員のコンプライアンス意識の向上やオペレーショナルリスクの管理態勢整備に継続し

て取り組むとともに、会社法施行などに伴う内部統制の整備、充実に早期に取り組んでまいります。

以上の取り組みを通じて、従業員１人ひとりがりそなブランドの担い手としてお客さまの期待と信頼にお応えで

きるよう、より一層努力してまいる所存です。
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財務諸表

■貸借対照表 （単位：百万円）

平成１７年３月期 平成１８年３月期
（平成１７年３月３１日現在） （平成１８年３月３１日現在）

資産の部 現金預け金
預け金

債券貸借取引支払保証金
有価証券
国債

その他資産
前払費用
未収収益
仮払金
ソフトウェア
その他の資産

動産不動産
土地建物動産
保証金権利金

繰延税金資産
資産の部合計

負債及び資本の部 預金
当座預金
その他の預金

コールマネー
その他負債
未払法人税等
未払費用
前受収益
未払金
その他の負債

負債の部合計
資本金
資本剰余金
資本準備金

利益剰余金
当期未処分利益
当期純利益

株式等評価差額金
資本の部合計
負債及び資本の部合計

５,８５１
５,８５１
３６,５１７
１５,０２３
１５,０２３
２２,１５４
１１５

１６,２３２
８１５
４,９０８
８２
５８７
１０９
４７７
６０６

８０,７４１
３,０９４
ー

３,０９４
３２,０００
１１,２９７
１,０３６
４,５３４
１０６
５,２８３
３３５

４６,３９２
１０,０００
１４,９６９
１４,９６９
９,３８２
９,３８２
８,９３２
△２

３４,３４９
８０,７４１

４,８４０
４,８４０
３６,６０８
２０,０２７
２０,０２７
２１,１７４
１２０

１４,９７６
９４６
５,０３０
１００
５６２
１１５
４４６
６１２

８３,８２６
３,２２２
１２７
３,０９５
３２,０００
１４,１８４
３,９９４
４,５９６
ー

５,２９６
２９７

４９,４０７
１０,０００
１４,９６９
１４,９６９
９,４５０
９,４５０
８,５６０
△０

３４,４１９
８３,８２６
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■損益計算書 （単位：百万円）

平成１７年３月期 平成１８年３月期
（平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日まで） （平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日まで）

経常収益
信託報酬
資金運用収益
有価証券利息配当金
預け金利息
その他の受入利息

役務取引等収益
受入為替手数料
その他の役務収益

その他経常収益
その他の経常収益

経常費用
資金調達費用
預金利息
コールマネー利息
その他の支払利息

役務取引等費用
支払為替手数料
その他の役務費用

営業経費
その他経常費用
その他の経常費用

経常利益
特別利益
特別損失
動産不動産処分損

税引前当期純利益
法人税、住民税及び事業税
法人税等調整額
当期純利益
前期繰越利益
中間配当額
当期未処分利益

３５,６１１
２９,１０９

２
１
０
０

６,４３３
１

６,４３２
６５
６５

２０,６１０
２
０
１
０

９,８１２
８５

９,７２６
１０,７４４
５１
５１

１５,００１
６２
０
０

１５,０６３
６,１２４
７

８,９３２
３,４５０
３,０００
９,３８２

３３,８４１
２７,８８９

１
１
０
０

５,９４４
１

５,９４３
５
５

１９,７３０
３
０
１
１

９,６２３
８６

９,５３７
１０,０９１
１１
１１

１４,１１１
ー
１５
１５

１４,０９５
５,８５７
△３２３
８,５６０
８８９
ー

９,４５０

■利益処分計算書 （単位：円）

平成１７年３月期 平成１８年３月期
（株主総会承認日平成１７年６月２７日） （株主総会承認日平成１８年６月２７日）

当期未処分利益
計
利益処分額
配当金

次期繰越利益

９,３８２,４８１,５４０
９,３８２,４８１,５４０
５,５００,０００,０００
５,５００,０００,０００

（１株につき１１,０００円）
３,８８２,４８１,５４０

９,４５０,２３９,７６５
９,４５０,２３９,７６５
６,０００,０００,０００
６,０００,０００,０００

（１株につき１２,０００円）
３,４５０,２３９,７６５



り
そ
な
信
託
銀
行

財
務
・
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
デ
ー
タ
セ
ク
シ
ョ
ン

RT14

■注記事項 （平成１８年３月期）

（貸借対照表関係）
※１. 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
※２. 有価証券の評価は、その他有価証券（債券）については決算日の市場

価格等に基づく時価法により行っております。
なお、その他有価証券の評価差額については、全部資本直入法により
処理しております。

※３. 動産不動産の減価償却は、建物については定額法、動産については
定率法をそれぞれ採用しております。なお、耐用年数は次のとおり
であります。
建物　 ８年～３９年
動産　 ４年～１５年

※４. 自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５
年）に基づく定額法により償却しております。

※５. 営業権については、商法施行規則第３３条の規定に基づき５年間で均
等償却しております。

※６. リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイ
ナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理
によっております。

※７. 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
※８. 当期より株式会社りそなホールディングスを連結納税親会社とする

連結納税主体の連結納税子会社として、連結納税制度を適用しており
ます。

※９. 動産不動産の減価償却累計額 １７５百万円
※１０. 貸借対照表に計上した動産不動産のほか、電子計算機の一部につい

ては、リース契約により使用しております。
※１１. 信託業法の規定による供託として２９百万円、為替決済の担保として

１４,９９４百万円の有価証券（国債）を差し入れており、投資顧問業登録
に係る営業保証金の供託として６２百万円、手形交換差入保証金とし
て１百万円のその他の資産（現金）を差し入れております。
また、動産不動産のうち保証金権利金は４７７百万円であります。

※１２. １株当たりの純資産額 ６８,６９８円７１銭
※１３. 有価証券の時価及び評価差額等に関する事項は次のとおりであります。

その他有価証券で時価のあるもの
取得原価 貸借対照表 評価差額

計上額 うち益 うち損
国債 １５,０２８百万円 １５,０２３百万円 △５百万円 －百万円 ５百万円
合計 １５,０２８百万円 １５,０２３百万円 △５百万円 －百万円 ５百万円
なお、上記の評価差額に繰延税金資産２百万円を加えた額△２百万円
を「株式等評価差額金」に計上しております。

※１４. その他有価証券のうち満期があるものの期間ごとの償還予定額は次
のとおりであります。

１年以内 １年超 ５年超 １０年超
５年以内 １０年以内

国債 １４,９９４百万円 ２９百万円 －百万円 －百万円
合計 １４,９９４百万円 ２９百万円 －百万円 －百万円

※１５. 現金担保付債券貸借取引により受け入れている有価証券のうち、売却
又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有する有価証券
で、（再）担保に差し入れている有価証券は３６,５０４百万円であります。

※１６. 制度廃止済の適格退職年金信託の残余財産について、制度廃止前の
退職者より分配金の請求（及び損害賠償請求を含む）の訴訟を受けて
おりますが、現時点で影響は不明であります。

（損益計算書関係）
※１. 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
※２． １株当たり当期純利益金額 １７,８６４円４８銭
※３. 支配株主との取引による収益総額 ０百万円
※４. 支配株主との取引による費用総額 １１９百万円
※５. 特別利益には、未払賞与戻入益６２百万円を含んでおります。
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主要な経営の状況を示す指標（単体情報）
（単位：百万円）

平成１４年３月期 平成１５年３月期 平成１６年３月期 平成１７年３月期 平成１８年３月期
経常収益
業務純益
経常利益
当期純利益
資本金
（発行済株式総数）
純資産額
総資産額
預金残高
貸出金残高
有価証券残高
配当性向（％）
従業員数（人）
単体自己資本比率（％）
信託報酬
信託勘定貸出金残高
信託勘定有価証券残高
信託財産額

（注）従業員数には、臨時雇員および嘱託を含んでおりません。

３５,６１１
１４,９８６
１５,００１
８,９３２
１０,０００

（５００千株）
３４,３４９
８０,７４１
３,０９４
ー

１５,０２３
９５.１６
４７６

１２４.８１
２９,１０９

ー
５,４７１,３４３
２８,５４６,０１３

３３,８４１
１４,１５６
１４,１１１
８,５６０
１０,０００

（５００千株）
３４,４１９
８３,８２６
３,２２２
ー

２０,０２７
７０.０８
４４１

１２７.９４
２７,８８９

ー
４,７２４,６０６
２５,９００,５７９

３３,５７２
１６,４０４
１６,０６９
１０,６７８
１０,０００

（５００千株）
３５,８５８
５０,４１９
３,３９４
ー

１５,０１０
９３.６４
４３６

１１０.６３
２８,１４４

ー
３,３４７,５１２
２３,９８１,１１６

３４,５２９
１６,２５３
１５,６９７
９,７０５
１０,０００

（５００千株）
３４,６８０
５０,９７０
３,３３４
ー

１５,０１０
９７.８８
４４７

１１５.１０
２９,５８８

ー
２,２７９,０８３
２３,４２５,４６１

２,６１２
１,０９７
１,０５５
６５５

１０,０００
（５００千株）
２５,６２５
３２,０９８
３,０９４
ー
１１

９９.１２
４５２

２１８.１３
２,１４１
ー

１,１１６,６２４
２２,６９２,１５０
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主要な業務の状況を示す指標（単体情報）

■資金運用収支・役務取引等収支・特定取引収支・その他業務収支 （単位：百万円）

平成１７年３月期 平成１８年３月期
資金運用収支
役務取引等収支
特定取引収支
その他業務収支

△０
△３,３７８

ー
ー

△１
△３,６７９

ー
ー

■利鞘 （単位：百万円）

平成１７年３月期 平成１８年３月期
資金運用勘定平均残高
資金調達勘定平均残高
資金運用勘定利息
資金調達勘定利息
資金運用利回り
資金調達利回り
資金粗利鞘

３２,０６６
１０,７８４

２
２

０.００％
０.０２％
△０.０１％

２７,９７９
８,４３６
１
３

０.００％
０.０３％
△０.０３％

■受取利息・支払利息 （単位：百万円）

平成１７年３月期 平成１８年３月期
受取利息の純増減
残高による増減
利率による増減

支払利息の純増減
残高による増減
利率による増減

０
０
０
△０
０
△１

△０
０
△０
△０
２
△２

■利益率 （単位：％）

平成１７年３月期 平成１８年３月期

（注）１. 総資産利益率＝利益／総資産（除く支払承諾見返）平均残高×１００
（注）２. 資本利益率＝利益／資本勘定平均残高×１００

３３.８４
３３.８７
２０.１７
５２.５０
５２.５５
３１.２９

３５.７５
３５.６４
２１.６２
５２.７４
５２.５７
３１.８９

総資産利益率
（ROA）

資本利益率
（ROE）

業務純益率
経常利益率
当期純利益率
業務純益率
経常利益率
当期純利益率

■業務粗利益・業務粗利益率 （単位：百万円）

平成１７年３月期 平成１８年３月期
業務粗利益
業務粗利益率

（注）業務粗利益率＝業務粗利益／資金運用勘定平均残高×１００
国際業務部門は該当がないため、国内業務部門、国際業務部門ごとの記載は行っておりません（以下の各表についても同様です）。

２５,７３１
８０.２４％

２４,２０８
８６.５２％

（注）資金運用勘定は無利息預け金の平均残高３,６５８百万円を控除して表示しております。

（注）残高および利率の増減要因が重なる部分については、利率による増減要因に含める方法にて表示しております。
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■その他の業務収支の内訳 （単位：百万円）

平成１７年３月期 平成１８年３月期
国債等債券関係損益
金融派生商品損益
その他
合計

■営業経費の内訳 （単位：百万円）

平成１７年３月期 平成１８年３月期
経費
うち給料・手当
退職給付費用
福利厚生費
減価償却費
土地建物機械賃借料
営繕費
消耗品費
給水光熱費
旅費
通信費
広告宣伝費
租税公課
預金保険料
その他

臨時的経費
うち退職金
退職給付費用

合計

１０,７４４
４,０９８
２１３
２４

１,８４４
６３８
７

１９９
１

１８６
１８６
１４
１３０
０

３,１９９
ー
ー
ー

１０,７４４

１０,０５１
３,７５１
１９３
２１

１,５６３
６６６
６

１７６
０

１７２
１９２
１５
１２８
４

３,１５５
３９
３９
ー

１０,０９１

ー
ー
ー
ー

ー
ー
ー
ー

（注）上記以外の預金残高はありません。

預金に関する指標

■預金の科目別平均残高 （単位：百万円）

平成１７年３月期 平成１８年３月期
当座預金
別段預金
合計

９６５
３,２８８
４,２５３

７１２
３,１３８
３,８５０

■役務取引等収支の内訳 （単位：百万円）

平成１７年３月期 平成１８年３月期
役務取引等収益
うち預金・貸出業務
為替業務
信託関連業務
証券関連業務
代理業務
保護預り・貸金庫業務
保証業務

役務取引等費用
うち為替業務

役務取引等収支
合計

６,４３３
ー
１

５,７６０
１０３
４７
ー
ー

９,８１２
８５

△３,３７８
△３,３７８

５,９４４
ー
１

５,６６５
１２
３８
ー
ー

９,６２３
８６

△３,６７９
△３,６７９



り
そ
な
信
託
銀
行

財
務
・
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
デ
ー
タ
セ
ク
シ
ョ
ン

RT18

（注）地方債、社債、株式、外国債券および外国株式その他の証券ならびに貸付有価証券に関しては該当がありません。

■有価証券の残存期間別残高 （単位：百万円）

平成１７年３月期 平成１８年３月期
国債（１年以内）
国債（１年超３年以下）
合計

１４,９９４
２９

１５,０２３

２０,０２７
ー

２０,０２７

（注）地方債、社債、株式、外国債券および外国株式その他の証券に関しては該当がありません。

■有価証券の平均残高 （単位：百万円）

平成１７年３月期 平成１８年３月期
国債
合計

１８,７９７
１８,７９７

１７,５８１
１７,５８１

貸出金等に関する指標

（注）年度末の貸付金額はありません。

■貸出金の科目別平均残高 （単位：百万円）

平成１７年３月期 平成１８年３月期
手形貸付
証書貸付
当座貸越
割引手形
合計

ー
ー
ー
ー
ー

ー
ー
ー
ー
ー

有価証券に関する指標

■商品有価証券の平均残高

当社は商品有価証券を保有しておりません。

■預証率 （単位：％）

平成１７年３月期 平成１８年３月期
期末残高
期中平均

（注）預証率＝有価証券／預金

４８５.４３
４４１.９４

６２１.４２
４５６.５９

■金融再生法に基づく資産査定の状況 （単位：百万円）

平成１７年３月期 平成１８年３月期
破産更生債権及びこれらに準ずる債権
危険債権
要管理債権
正常債権
合計

ー
ー
ー
ー
ー

ー
ー
ー
ー
ー

■リスク管理債権残高 （単位：百万円）

平成１７年３月期 平成１８年３月期
破綻先債権額
延滞債権額
３カ月以上延滞債権額
貸出条件緩和債権額
合計

ー
ー
ー
ー
ー

ー
ー
ー
ー
ー
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その他業務の状況

■内国為替取扱高 （単位：千口、百万円）

平成１７年３月期 平成１８年３月期
送金為替 各地へ向けた分 口数

金額
各地より受けた分 口数

金額
代金取立 各地へ向けた分 口数

金額
各地より受けた分 口数

金額

２,５５５
６８２,０３１

８
５３４,００１

ー
ー
ー
ー

２,４８６
６５７,４６６

７
５１０,８４９

ー
ー
ー
ー

■投資信託窓口販売実績 （単位：百万円）

平成１７年３月期 平成１８年３月期
投資信託 １４７,１８０５７,８３６

自己資本の状況

■自己資本比率（国内基準）

平成１７年３月期 平成１８年３月期
基本的項目 資本金

うち非累積的永久優先株
新株式払込金
資本準備金
利益準備金
任意積立金
次期繰越利益
その他
その他有価証券の評価差損(△)
自己株式(△)
営業権相当額(△)
計 (Ａ)
うちステップ・アップ金利条項付の優先出資証券

補完的項目 土地の再評価額と再評価の直前の帳簿価額の差額の４５％相当額
一般貸倒引当金
負債性資本調達手段等
うち永久劣後債務

期限付劣後債務及び期限付優先株
計
うち自己資本への算入額 (B)

控除項目 (Ｃ)
自己資本額 計(Ａ)＋（Ｂ）－(Ｃ) (Ｄ)
リスク・アセット等 資産(オン・バランス)項目

オフ・バランス取引項目
計 (Ｅ)

単体自己資本比率（国内基準）＝(Ｄ)／(Ｅ)×１００

１０,０００
ー
ー

１４,９６９
ー
ー

３,８８２
ー
２
ー
１７

２８,８３１
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

２８,８３１
２３,０９９

ー
２３,０９９
１２４.８１％

１０,０００
ー
ー

１４,９６９
ー
ー

３,４５０
ー
０
ー
３５

２８,３８３
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

２８,３８３
２２,１８４

ー
２２,１８４

１２７.９４％

（単位：百万円）

有価証券の時価情報

■売買目的有価証券

該当ありません。

■満期保有目的の債券で時価のあるもの

該当ありません。

（注）自己資本比率は、銀行法第１４条の２の規定に基づく大蔵省告示に定められた算式に基づいて算出しております。なお、当社は国内基準を適用しております。
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■その他有価証券で時価のあるもの （単位：百万円）

平成１７年３月期 平成１８年３月期
国債 取得原価

貸借対照表計上額
評価差額
うち益
うち損

２０,０２９
２０,０２７
△１
ー
１

１５,０２８
１５,０２３
△５
ー
５

■金銭の信託、デリバティブ取引等の時価等

■貸出金のうち破綻先債権等の額およびその合計額

■貸倒引当金の期末残高および期中の増減額

■貸出金償却の額

■貸借対照表および損益計算書に関する会計監査人の監査状況

当社の平成１８年３月期の計算書類は「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」第２条第１項の規定に基づき、新日本監査
法人および監査法人トーマツによる監査を受けております。

財産に関するその他の状況

信託業務に関する指標（単体情報）

■信託財産残高表 （単位：百万円）

平成１７年３月期 平成１８年３月期
資産　　有価証券

国債
地方債
社債
株式
外国証券

信託受益権
その他債権
現金預け金
預け金

合計
負債　　金銭信託

年金信託
投資信託
金銭信託以外の金銭の信託
有価証券の信託
包括信託
合計

５,４７１,３４３
２,７６６,７６３
１８４,９９４
８００,１６９
８１４,３４９
９０５,０６７

２３,０６３,０６３
１,８３５
９,７７０
９,７７０

２８,５４６,０１３
１１,０３８,８９５
４,３０９,６０７
１２,２７４,４１９
１５５,０７０
３７６,７４４
３９１,２７６

２８,５４６,０１３

４,７２４,６０６
２,３０１,６３８
１４７,３０６
６８０,２９４
７６８,１１８
８２７,２４９

２１,１６４,７５２
１,９２４
９,２９４
９,２９４

２５,９００,５７９
１０,３６４,６４５
４,４３８,９１９
１０,２７８,３１７
１１７,５７７
３１２,８４６
３８８,２７４

２５,９００,５７９

（単位：百万円）

（注）１．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
２．信託受益権には、資産管理を目的として再信託を行っている金額（平成１７年３月末：２１,１６４,７５２百万円、平成１８年３月末：２３,０６３,０６３百万円）が含まれております。
３．共同信託他社管理財産　平成１７年３月末：３,３６１,８３５百万円、平成１８年３月末：３,１５２,０６４百万円
４．元本補填契約のある信託の取扱残高はありません。
５．財産形成給付信託および貸付信託の取扱残高はありません。
６．金銭信託等に係る貸出金残高はありません。

（注）有価証券の評価は、期末日の市場価格等に基づく時価法により行っております。
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■証券信託（有価証券投資を目的とするもの） （単位：億円）

平成１４年３月末 平成１５年３月末 平成１６年３月末 平成１７年３月末 平成１８年３月末
特定金銭信託
うち年金特定金銭信託

特定金外信託
指定金外信託
合計

２８,８７１
９,７６０
１,８８５
４３８

３１,１９５

３３,７２９
１０,７１５
２,２５６
３２５

３６,３１１

２７,７７１
９,１７８
７４９
１,４９８
３０,０１９

２９,９９５
１１,０５９
７１９
３４３

３１,０５９

３０,４８７
１１,１３３
１,０６５
４２３

３１,９７６

■年金信託 （単位：億円、件）

平成１４年３月末 平成１５年３月末 平成１６年３月末 平成１７年３月末 平成１８年３月末
厚生年金基金 受託残高

件数
適格退職年金 受託残高

件数
確定給付企業年金 受託残高
（基金型） 件数
確定給付企業年金 受託残高
（規約型） 件数
団体年金 受託残高

件数
国民年金基金 受託残高

件数
合計 受託残高

件数

４６,９３４
８０６

１４,５４９
４,１５３
ー
ー
ー
ー

１,８７４
５３

１,０９２
５６

６４,４４９
５,０６８

４５,０８２
７４５

１３,６８２
４,０３１
ー
ー
４６８
３

１,７５２
５０

１,１６４
５５

６２,１４９
４,８８４

４３,５７８
６０５

１２,９３５
３,７９５
２,０７１
４１
７６０
２６

１,５９８
４７

１,２６４
５５

６２,２０９
４,５６９

２８,０４５
４７２

１１,８８１
３,５１８
４,２０３
１１５
１,０７９
５５

１,５２５
４３

１,２５１
５４

４７,９８８
４,２５７

２４,１３７
４３５

１１,６５６
３,１９５
７,８３０
１３７
１,８４４
１０６
９３２
３７
６１２
５３

４７,０１４
３,９６３

（注）「金外信託」は「金銭信託以外の金銭の信託」の略称です。

（注）計上基準の違いにより、受託残高合計と信託財産残高表中の年金信託残高は一致しません。

■金銭信託の信託期間別元本残高 （単位：億円）

平成１７年３月期 平成１８年３月期
１年未満
１年以上２年未満
２年以上５年未満
５年以上
その他のもの
合計

１,８６５
２２,５６０
５,４８８
７９,５０４

ー
１０９,４１８

２,１７１
２７,４３５
７,１５４
６６,２６５

ー
１０３,０２６

■金銭信託等の運用状況 （単位：億円）

平成１７年３月期 平成１８年３月期

金銭信託 貸出金
有価証券
期末運用残高計

年金信託 貸出金
有価証券
期末運用残高計

合計 貸出金
有価証券
期末運用残高計

（注）日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社への再信託後の運用状況を含んでおります。

ー
１０８,８１４
１０８,８１４

ー
４２,２３８
４２,２３８

ー
１５１,０５２
１５１,０５２

ー
９７,９１０
９７,９１０

ー
４１,３７７
４１,３７７

ー
１３９,２８８
１３９,２８８

■金銭信託等の受入状況 （単位：億円）

平成１７年３月期 平成１８年３月期

金銭信託 元本
その他
期末受託残高

年金信託 元本
その他
期末受託残高

合計 元本
その他
期末受託残高

（注）金銭信託等とは、金銭信託および年金信託のことです。なお、当社は、財産形成給
付信託および貸付信託を取り扱っていません。

１０９,４１８
９７０

１１０,３８８
４３,０９６

ー
４３,０９６
１５２,５１４
９７０

１５３,４８５

１０３,０２６
６１９

１０３,６４６
４４,３８９

ー
４４,３８９
１４７,４１５
６１９

１４８,０３５

■有価証券期末残高（信託勘定）

平成１７年３月期 平成１８年３月期
国債
地方債
社債
株式
その他の証券
合計

（注）本表における信託勘定とは、金銭信託および年金信託のことです。なお、当社は、
財産形成給付信託および貸付信託を取り扱っていません。

２７,６６７
１,８４９
８,００１
８,１４３
９,０５０
５４,７１３

２３,０１６
１,４７３
６,８０２
７,６８１
８,２７２
４７,２４６

（単位：億円）
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会社データ

■設立年月日 平成１３年１２月１０日

■営業開始日 平成１４年３月１日

■代表者氏名 取締役社長　田中　卓

■本社所在地 東京都千代田区大手町１丁目１番２号

■主な事業内容 信託財産の運用・管理業務
企業年金の制度設計・管理業務
確定拠出年金の運営管理機関・資産管理機関業務

(注)１. ※を付した取締役は代表取締役です。
(注)２. 東和浩、日高信行の両氏は社外取締役です。
(注)３. 沼田郁男、小野傑の両氏は、社外監査役です。

■取締役・監査役

■執行役員

■営業所一覧 本店
東京都千代田区大手町１丁目１番２号

西日本営業部
大阪府大阪市中央区備後町２丁目２番１号

西日本営業部 名古屋出張所（名古屋営業室）
愛知県名古屋市中村区名駅３丁目２８番１２号

西日本営業部 福岡出張所（福岡営業室）
福岡県福岡市中央区天神２丁目１４番８号

（平成１８年６月３０日現在）

役　職　名 氏　名 兼　職

取締役社長兼執行役員※ 田中　　卓 株式会社りそなホールディングス 執行役

取締役兼専務執行役員※ 日野　E雄

取締役兼常務執行役員 芥川　　淳

取締役兼執行役員 山條　博通

取締役（非常勤） 東　　和浩 株式会社りそなホールディングス 執行役
株式会社りそな銀行 執行役員

取締役（非常勤） 日高　信行 株式会社りそな銀行 総合資金部 投資運用室

監査役（常勤） 白岩　憲史

監査役（常勤） 沼田　郁男

監査役 小野　　傑 弁護士

（平成１８年６月３０日現在）

役　職　名 氏　名 担　当／兼　職

常務執行役員 丸岡　芳隆 西日本営業部長

常務執行役員 橋本　隆雄 東日本営業部長

執行役員 前川　幸信 年金統括部担当兼プロセス改革委員会事務局担当
日本インベスター・ソリューション・アンド・テクノロジー株式会社 取締役

執行役員 秋國　仁孝 信託財産運用部長

（平成１８年３月末現在）

株　主　名 所有株式数 持株比率

株式会社りそなホールディングス ５００,０００株 １００％

■株　主
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■りそな信託銀行組織図（平成18年6月末現在）

お

客

さ

ま

総合基金部

名古屋営業室

福岡営業室

企業年金部

年金ソリューション室

総合基金部

企業年金部

年金ソリューション室

法人信託営業部

年金コンサルタント室

東京年金コンサルタント室

制度設計室

東京制度設計室

年金数理人室

東京年金数理人室

確定拠出年金室

年金制度サービス室

クライアントサービス部

アセットマネジメント部

パッシブ運用室

西日本営業部

東日本営業部

証券業務部

年金統括部

年金信託部

信託財産運用部

資金業務部

リスク統括部

経営管理部

内部監査部

経

営

会
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役

会
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会
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